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１１１１．．．．    18181818 年年年年３３３３月期月期月期月期のののの業績業績業績業績（（（（平成平成平成平成 17171717 年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成 18181818 年年年年３３３３月月月月 31313131 日日日日））））    

(1)(1)(1)(1)経営成績経営成績経営成績経営成績                            （金額は百万円未満切捨て表示） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

     百万円   ％ 

20,377     △6.1    

21,693       5.1            

     百万円   ％ 

6,462    △14.1   

7,527     △6.5      

     百万円   ％ 

10,817       2.0 

10,609       1.5 

 

 
当期純利益 

１株当たり

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本

当期純利益率 

総 資 本

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

 百万円  ％ 

7,041    3.8 

6,783    9.4 

   円 銭 

103.62 

129.66 

  円 銭 

103.50 

129.65 

  ％ 

13.8 

14.3 

    ％ 

18.7 

19.3 

    ％ 

53.1 

48.9 

（注）①期中平均株式数  18 年３月期 67,801,946 株 17 年３月期 52,160,884 株 

   ②会計処理の方法の変更 無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)(2)(2)(2)配当状況配当状況配当状況配当状況    

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

円 銭 

    55.00 

   65.00 

円 銭 

    25.00 

    25.00 

円 銭 

    30.00 

   40.00  

百万円 

3,338  

3,390  

％ 

47.5 

50.1 

％ 

      6.3 

    6.9   

 （注）平成 18 年 3 月期期末配当金の内訳 普通配当 25 円 00 銭、特別配当 5 円 00 銭 
 
(3)(3)(3)(3)財政状態財政状態財政状態財政状態    

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

百万円 

        59,698 

        56,235 

百万円 

        52,841 

        49,199 

％ 

 88.5       

87.5       

     円 銭 

778.91 

942.96 

（注）期末発行済株式数 18 年３月期  68,650,510 株  17 年３月期  52,808,085 株 

   期末自己株式数  18 年３月期     830,985 株  17 年３月期     654,240 株 
 
２２２２．．．．19191919 年年年年３３３３月期月期月期月期のののの業績予想業績予想業績予想業績予想（（（（平成平成平成平成 18181818 年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成 19191919 年年年年３３３３月月月月 31313131 日日日日））））    

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

百万円 

 7,500   

百万円 

3,700   

百万円 

2,900 

円 銭 

25.00  

円 銭 

      － 

円 銭 

      － 

通   期 22,500    11,000 7,400       － 25.00 50.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 109 円 11 銭 
 

 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報等に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関連する事項につきましては、添付資料の９ページを参照してください。 
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６６６６．．．．個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等    

 
（（（（１１１１））））財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表    

 

①比較貸借対照表                                  （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

(平成17年３月31日現在) (平成18年３月31日現在) 

  

比較増減 

            期 別 

 

 

 

 科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ） 
  ％   ％   

Ⅰ 流 動 資 産    
 

  
 

  
 

 １ 現 金 及 び 預 金   1,869    2,005    

 ２ 売 掛 金 ※3  5,165    5,152    

 ３ 有 価 証 券   7,114    7,043     

 ４ 製 品   299    252     

 ５ 原 材 料   103    130     

 ６ 仕 掛 品   95    17     

 ７ 貯 蔵 品   5    4     

 ８ 前 渡 金   349    411     

 ９ 前 払 費 用   144    91     

 10 未 収 入 金       817    443     

 11 関係会社短期貸付金   -    640     

 12 繰 延 税 金 資 産   793    620     

13 そ の 他   472    613     

 14 貸 倒 引 当 金   △10    △8     

  流 動 資 産 合 計  17,220  30.6  17,420  29.2 199   

Ⅱ 固 定 資 産    
 

   
 

 
 

 １ 有 形 固 定 資 産 ※1                   

  (1) 建            物  3,100    2,951      

   (2) 建 物 付 属 設 備  339    300      

    (3) 構 築 物   93     84      

    (4) 機 械 及 び 装 置  25    21      

    (5) 車 両 運 搬 具  2    1      

    (6) 工具・器具・備品  467    454      

    (7) 土 地 ※4 3,444     3,352      

    (8) 建 設 仮 勘 定  82  7,556  13.5 268  7,435  12.4 △120   

２ 無 形 固 定 資 産         

    (1) ソ フ ト ウ ェ ア 229    207      

    (2) 商 標 権 2    1      

    (3) 電 話 加 入 権 6  238  0.4 6  215  0.4 △22   
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                                       （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

(平成17年３月31日現在) (平成18年３月31日現在) 

  

比較増減 

            期 別 

 

 

 

 科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

 

   ％   ％   

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投 資 有 価 証 券  26,181    28,208      

  (2) 関 係 会 社 株 式  2,782    4,100      

    (3) 関係会社出資金  193    243      

    (4) 繰 延 税 金 資 産  664    712      

    (5) 再評価に係る繰延税金資産 ※4 1,298    1,260      

   (6) そ の 他   99  31,219  55.5 100  34,626  58.0 3,406   

  固 定 資 産 合 計  39,014 69.4  42,277  70.8 3,263   

  資 産 合 計  56,235  100.0  59,698  100.0 3,462   
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                                                                                     （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

(平成17年３月31日現在) (平成18年３月31日現在) 

  

比較増減 

            期 別 

 

 

 

 科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）    ％     ％  

Ⅰ 流 動 負 債    
     

  
   

     

  
 

 １ 買 掛 金   496    529    

 ２ １年内返済予定関係会社長期借入金     300    108    

 ３ 未 払 金 ※3    696    804    

 ４ 未 払 法 人 税 等   3,265    2,938    

 ５ 未 払 消 費 税 等   329    245    

 ６ 未 払 費 用   208    217    

 ７ 前 受 金   29    11    

 ８ 預 り 金   54    30    

 ９ 賞 与 引 当 金   503    508    

 10 返 品 調 整 引 当 金   231    234    

 11 そ の 他   121    78    

  流 動 負 債 合 計  6,236  11.1  5,707  9.6 △528  

Ⅱ 固 定 負 債             
     

  
 

 １ 関係会社長期借入金  160    410    

 ２ 役員退職慰労引当金  333    353    

 ３ 退 職 給 付 引 当 金  276    370    

 ４ そ の 他  29    15    

  固 定 負 債 合 計    799  1.4  1,149  1.9 349  

  負 債 合 計  7,035  12.5  6,857  11.5 △178  

        

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金  ※2  9,090  16.2  9,090  15.2 -  

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

 １ 資 本 準 備 金  12,505    12,505    

 ２ その他資本剰余金  0    28    

  資 本 剰 余 金 合 計  12,506  22.2  12,534  21.0 27  

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

 １ 利 益 準 備 金  749    749    

 ２ 任 意 積 立 金  352    340    

 ３ 当 期 未 処 分 利 益  29,867    33,456    

  利 益 剰 余 金 合 計  30,969  55.1  34,545  57.9 3,576  

Ⅳ 土地再評価差額金  ※4  △1,896  △3.4  △1,841  △3.1 54  

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △252  △0.4  △284  △0.5 △31  

Ⅵ 自 己 株 式  △1,217  △2.2  △1,203  △2.0 14  

  資 本 合 計  49,199  87.5  52,841  88.5 3,641  

負 債 及 び 資 本 合 計  56,235    100.0  59,698  100.0 3,462  
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②比較損益計算書                                         （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

自 平成16年４月１日 自 平成17年４月１日 

至 平成17年３月31日 至 平成18年３月31日 

前期比 

           期 別 

 

 

 

 科 目 金   額 百分比 金   額 百分比 百分比 

   ％   ％ ％ 

Ⅰ 売 上 高       ※1        

 １ 製 品 売 上 高 16,969    14,785     

 ２ 商 品 売 上 高 7    8     

 ３ ロ イ ヤ リ テ ィ 等 4,716  21,693  100.0 5,583  20,377  100.0 93.9  

Ⅱ 売 上 原 価         ※3  10,548  48.6  10,328  50.7 97.9  

  売 上 総 利 益  11,145  51.4  10,049  49.3 90.2  

  返品調整引当金戻入額    7  0.0  -  - -  

  返品調整引当金繰入額    -  -  2  0.0 -  

  差 引 売 上 総 利 益  11,152  51.4  10,046  49.3 90.1  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※2 

※3 
 3,624  16.7  3,583  17.6 98.9  

  営 業 利 益  7,527  34.7  6,462  31.7 85.9  

Ⅳ 営業外収益        

 １ 有 価 証 券 利 息 1,367    1,594     

 ２ 受 取 配 当 金 ※1 571     490     

 ３ 投資有価証券売却益  1,033    2,048     

 ４ 為 替 差 益 85    252     

 ５ そ の 他   45  3,103   14.3 36  4,422  21.7 142.5  

Ⅴ 営業外費用        

 １ デ リ バ テ ィ ブ 損 失 -    31     

 ２ 新 株 発 行 費 7    8     

 ３ そ の 他  14  22   0.1 27  68  0.3 309.5  

  経 常 利 益  10,609  48.9  10,817  53.1 102.0  

        
Ⅵ 特 別 利 益          

 １ 投資有価証券売却益 -  -  - 47  47  0.2 -  

Ⅶ 特 別 損 失          

 １ 投資有価証券評価損      -    40     

 ２ 土 地 売 却 損  -    48     

 ３ ゴルフ会員権評価損 17  17  0.1 -  89  0.4  518.3  

  税 引 前 当 期 純 利 益  10,591  48.8  10,776  52.9 101.7  

  法人税、住民税及び事業税 3,930    3,550     

  法 人 税 等 調 整 額 △121   3,808  17.5 184  3,734  18.3 98.1  

  当 期 純 利 益  6,783  31.3  7,041  34.6 103.8  

  前 期 繰 越 利 益  24,388    27,773    

  土地再評価差額金取崩  -    54    

  中 間 配 当 額  1,303    1,303    

   当 期 未 処 分 利 益  29,867    33,456    

        

 

 

 

 



 

㈱コーエー 9654  

 42

 ③利益処分計算書案                                   （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

(平成17年３月期) (平成18年３月期) 

          期 別 

 

 

 科 目 金    額 金    額 

     

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  29,867    33,456   

Ⅱ 任意積立金取崩額     

 １．プログラム準備金取崩額 8     2      

 ２．特別償却準備金取崩額 4   12   4   6   

  合    計  29,880    33,462   

Ⅲ 利 益 処 分 額     

 １．配   当   金 2,086    2,034    

 ２．役 員 賞 与 金 20    16  

   （うち監査役賞与分）   （0） 2,106   （0） 2,050   

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益  27,773    31,411   

     

 (注)１．前事業年度の配当金（１株当たり配当額40円00銭）には特別配当（１株当たり15円00銭）を含んでおります。 

   ２．当事業年度の配当金（１株当たり配当額30円00銭）には特別配当（１株当たり5円00銭）を含んでおります。 
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  重要重要重要重要なななな会計方針会計方針会計方針会計方針    

    

項目 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 売買目的有価証券 

……時価法（売却原価は、移動平均

法により算定） 

(1) 売買目的有価証券 

……同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

 (3) その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法又

は償却原価法（定額法） 

時価のないもの 

……同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

             デリバティブ……時価法 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品・商品及び原材料 

移動平均法による原価法 

(1) 製品・商品及び原材料 

同左 

 (2) 仕掛品 

個別法による原価法 

(2) 仕掛品 

同左 

 (3) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3) 貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、当社は平成10年4月1

日以降に取得した建物は定額法によっ

ております。） 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物           15～50年 

建物付属設備      ８～18年 

工具・器具・備品    ４～15年 

(1) 有形固定資産 

   同左 

 

 (2) 無形固定資産 

自社利用ソフトウェア 

…社内における利用可能期間 

（５年以内）に基づく定額法 

その他の無形固定資産 

…定額法 

(2) 無形固定資産 

自社利用ソフトウェア 

…同左 

 

その他の無形固定資産 

…同左 

 (3) 少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円未満の 

  資産については、３年均等償却によっ 

ております。 

(3) 少額減価償却資産 

        同左 
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項目 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

   支出時に全額費用として処理してお 

     ります。 

(1) 新株発行費 

        同左 

 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、以下の方法に基づき計上してお 

ります。 

ａ 一般債権……………貸倒実績率法 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

…………………財務内容評価法 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、次期

支給見込額のうち当期対応分の金額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 返品調整引当金 

当社は製品（書籍等）の将来予想され

る売上返品による損失に備えるため、

過去の返品実績率を基準とする返品見

込額の売上総利益相当額を計上してお

ります。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金支給内規に基づく

期末要支給額の全額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（14年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとし

ております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

 消費税等の会計処理 

        同左 
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        会計方針会計方針会計方針会計方針のののの変更変更変更変更    

 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
 従来、賃貸料収入及び賃貸料原価は営業外収益及び営

業外費用に計上しておりましたが、ノウハウの蓄積、不

動産事業子会社の設立を行う等、不動産事業に取り組ん

できた結果、継続的に安定した収入及び利益を計上する

事業体制が確立されたと判断したことから当事業年度

より売上高及び売上原価として計上する方法に変更す

ることといたしました。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比較し

て、売上高は 151 百万円、売上原価は 79 百万円、営業

利益は 71 百万円それぞれ増加しておりますが、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準 （｢固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企

業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び｢固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第

６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 
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        注記事項注記事項注記事項注記事項    

        （（（（貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係））））    
 

前 事 業 年 度 

（ 平成 17 年３月 31 日現在 ） 

当 事 業 年 度 

（ 平成 18 年３月 31 日現在 ） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

                  4,332 百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

                  4,661 百万円 

※2.授権株式数は、普通株式 69,687,700 株であります。

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合

には、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっております。 

発行済株式総数は、普通株式 52,808,085 株でありま

す。 

※2.授権株式数は、普通株式200,000,000株であります。

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合

には、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっております。 

 発行済株式総数は、普通株式 68,650,510 株でありま

す。 

※3．関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

   売掛金              2,675 百万円 

   未払金              183 百万円 

※3．関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

   売掛金              2,992 百万円 

   未払金              159 百万円 

※4．土地再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年３月 31 日

公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成 11 年３月 31 日改正）

に基づき、有形固定資産の土地の再評価を行い、当該

評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額

を課税標準とする税金に相当する金額である繰延税

金資産を資産の部に計上し、当該繰延税金資産を控除

した金額を再評価差額金として資本の部に計上して

おります。 

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に定

める再評価の方法については、土地の再評価に関する

法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）

第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第 69

号）第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて

奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する方法

を採用しております。 

※4．土地再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年３月 31 日

公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成 11 年３月 31 日改正）

に基づき、有形固定資産の土地の再評価を行い、当該

評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額

を課税標準とする税金に相当する金額である繰延税

金資産を資産の部に計上し、当該繰延税金資産を控除

した金額を再評価差額金として資本の部に計上して

おります。 

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に定

める再評価の方法については、土地の再評価に関する

法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）

第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第 69

号）第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて

奥行価格補正等合理的な調整を行って算出する方法

を採用しております。 

 再評価を行った年月日 平成12年３月31日  再評価を行った年月日 平成12年３月31日 

 再評価を行った土地の期末 

 における時価と再評価後の 

 帳簿価額との差額 

△683 百万円 

 再評価を行った土地の期末 

 における時価と再評価後の 

 帳簿価額との差額 

△585百万円 
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        （（（（損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係））））    

 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

※1．関係会社に関する注記 

   売上高                 15,681百万円 

   受取配当金                 524百万円 

※1．関係会社に関する注記 

売上高                 14,418百万円 

受取配当金                 460百万円 

※2．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

販売促進費                     217百万円 

広告宣伝費                     735百万円 

給与手当                       478百万円 

賞与引当金繰入額                71百万円 

退職給付引当金繰入額             38百万円 

減価償却費                     127百万円 

研究開発費            558百万円 

※2．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

販売促進費                    190百万円 

広告宣伝費                     474百万円 

給与手当                       492百万円 

賞与引当金繰入額                69百万円 

退職給付引当金繰入額             41百万円 

減価償却費                     120百万円 

研究開発費            553百万円 

※3．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

   研究開発費               558百万円 

※3．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

   研究開発費              553百万円 

 

 

        （（（（リースリースリースリース取引関係取引関係取引関係取引関係））））    

  

   リース取引につきましては、EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

        （（（（有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係））））    

    

    子会社株式で時価のあるもの 

 

    前事業年度（平成17年３月31日現在）                          （単位：百万円） 

区    分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子 会 社 株 式            675         14,408         13,733 

計            675         14,408         13,733 

 

    当事業年度（平成18年３月31日現在）                          （単位：百万円） 

区    分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子 会 社 株 式            675         23,530         22,854 

計            675         23,530         22,854 
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  （（（（税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係））））    

 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳 

（繰延税金資産） 

  棚卸資産評価損否認         44百万円 

  関係会社株式評価損否認      208百万円 

  未払事業税否認          290百万円 

  賞与引当金否認          204百万円 

  役員退職慰労引当金否認      112百万円 

    その他有価証券評価差額金        173百万円 

  退職給付引当金否認        134百万円 

    その他                        294百万円 

                        

  繰延税金資産合計        1,464百万円 

 

（繰延税金負債） 

  プログラム準備金          1百万円 

  特別償却準備金           4百万円 

                        

  繰延税金負債合計           6百万円 

                        

  繰延税金資産の純額       1,458百万円 

                        

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  法定実効税率             40.6％ 

（調整） 

  受取配当金              △1.7％ 

 税額控除               △2.8％ 

 その他                △0.1％ 

                        

 税効果会計適用後の法人税等の負担額  36.0％ 

                        

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳 

（繰延税金資産） 

  棚卸資産評価損否認         35百万円 

  関係会社株式評価損否認      208百万円 

  未払事業税否認          263百万円 

  賞与引当金否認          206百万円 

  役員退職慰労引当金否認      116百万円 

    その他有価証券評価差額金     211百万円 

  退職給付引当金否認        177百万円 

    その他              114百万円 

                        

  繰延税金資産合計        1,334百万円 

 

（繰延税金負債） 

   

特別償却準備金           1百万円 

                        

  繰延税金負債合計           1百万円 

                        

  繰延税金資産の純額       1,332百万円 

                        

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  法定実効税率             40.6％ 

（調整） 

  受取配当金              △1.5％ 

 税額控除               △4.5％ 

 その他                  0.1％ 

                        

 税効果会計適用後の法人税等の負担額  34.7％ 
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  （（（（１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報））））    

 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額   942 円 96 銭  

１株当たり当期純利益金額 129 円 66 銭  

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
129 円 65 銭  

 

 当社は平成 16 年７月 20 日付で株式１株につき 1.3

株の割合をもって株式分割を実施いたしました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報につきまし

ては、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額   876 円 57 銭  

１株当たり当期純利益金額 118 円 13 銭  

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し 

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   778 円 91 銭  

１株当たり当期純利益金額 103 円 62 銭  

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
103 円 50 銭  

 

 当社は平成 18 年２月 20 日付で株式１株につき 1.3

株の割合をもって株式分割を実施いたしました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報につきまし

ては、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額   725 円 35 銭  

１株当たり当期純利益金額 99 円 74 銭  

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
99 円 73 銭  

 

 
  （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前 事 業 年 度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当 事 業 年 度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 6,783  7,041  

普通株主に帰属しない金額（百万円） 20  16  

（うち利益処分による役員賞与金(百万円)） (20)  (16) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 6,762  7,025  

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,160  67,801  

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

    当期純利益調整額（百万円） -  -  

  普通株式増加数（千株） 3  69  

  （うち新株引受権） (3) (69) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権 1種類（新株予約権の

数 1,891 個、新株予約権の目的と

なる株式の数 245,830 株） 

            

 
（（（（１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり指標遡及修正値指標遡及修正値指標遡及修正値指標遡及修正値））））    

   個別財務諸表の概要に記載されている 1 株当たり指標を平成 18 年３月期の数値を基準として、これまでに実施した 

株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと、次のとおりとなります。 

                      前中間会計期間 前 事 業 年 度 当中間会計期間 当 事 業 年 度 

 自平成16年４月１日 自平成16年４月１日 自平成17年４月１日 自平成17年４月１日 

 至平成16年９月30日 至平成17年３月31日 至平成17年９月30日 至平成18年３月31日 

１株当たり純資産額 679円14銭     725円35銭     738円64銭     778円91銭     

１株当たり当期(中間)純利益金額 29円51銭     99円74銭     34円25銭     103円62銭     

潜在株式調整後１株当たり 

当期(中間)純利益金額 
 29円50銭       99円73銭      34円24銭       103円50銭     

１株当たり配当金(中間配当金)  19円23銭       50円00銭      19円23銭       49円23銭     

   （注）平成18年３月期に株式分割を実施。効力発生日 平成18年２月20日に１：1.3の株式分割。 
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  （（（（重要重要重要重要なななな後発事象後発事象後発事象後発事象））））    

 

   該当事項はありません。 

 

 

   ７７７７．．．．部門別売上高部門別売上高部門別売上高部門別売上高    
 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

自 平成 16 年４月 １日 

至 平成 17 年３月 31 日 

自 平成 17 年４月 １日 

至 平成 18 年３月 31 日 

       期 別 

 

 

 品 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 

前 期 比 

 

パ ソ コ ン ソ フ ト 

百万円 

  2,245   

％ 

  10.4   

百万円 

  1,822   

％ 

  8.9   

％ 

81.2   

家庭用ビデオゲームソフト      13,038   60.1       10,752   52.8    82.5   

出 版      2,053    9.5        1,931    9.5   94.1   

Ｃ Ｄ 等    633   2.9      748   3.7   118.1   

ロ イ ヤ リ テ ィ 1,372   6.3   1,557   7.6   113.5   

オンライン課金・携帯 1,564   7.2   2,302   11.3   147.2   

そ の 他     784   3.6       1,261   6.2   160.7   

合            計 21,693   100.0   20,377   100.0   93.9   

  

 

   ８８８８．．．．役員役員役員役員のののの異動異動異動異動    

 

   該当事項はありません。 


